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１．はじめに
１）本研究のねらい
　本研究のねらいは、思春期から青年期の知的
障害のある人の「精神的健康（メンタルヘルス）」
保持の点から、「合理的配慮」としての医療と
福祉の連携のあり方を実践レベルで具体的に明
らかにすることである。そのために、日常的支
援における「見立て」の構造と支援プロセスに
焦点をあて、社会福祉サービス支援として実践
レベルでの「精神科的課題」への取組の実態を
把握し、医療との連携にあたって、とくに「情
報提供」という点での社会福祉サービス機能と
してのあり方を検討する。

２）本研究課題をめぐる背景
　2014（平成26）年、日本が障害者の権利条約を
批准した後、その内容の具体的実現が求められ
ており、国内では、関係領域で「差別禁止」「合
理的配慮」「意思決定支援」などに関心が向け
られてきている。
　ところで、世界保健機関（WHO）による『世
界障害報告書』では、「知的障害のある人に関
する健康増進活動へのアクセスが限られている
こと」が指摘されている（1）。さらに、「障害の
ある人は、自らの健康状態が原因で起こる問題
に直面する可能性が高い。障害の様々な側面を
適度に重視した、バランスのとれたアプローチ

が必要」（p42）とも述べられている。
　障害者の権利条約では、第17条「個人が健全
であることの保護」、同第25条では「健康」に
ついて、締約国が障害を理由に差別なく平等に
保障していくことが謳われている。なかでも、
知的障害のある人の精神保健ニーズについては
グローバルな研究対象として優先的な位置にあ
ることが認識されており、たとえば、2013（平
成25）年の第３回アジア太平洋発達障害会議で
はRoundtable Discussionテーマとして設定さ
れた（2）。また、WHOのWorking Groupでは、
知的障害のある人の精神保健ニーズ研究の先
駆者である、Eric Emerson（The University of 
Sydney）らによってその具体的な対応策の研究
が進められている。この課題は、1990年代以降, 
イギリス、アメリカ、カナダ、オーストラリア
の研究者によって関心がもたれてきているが、
なお、研究データの蓄積の弱さが指摘されてき
ている（3）。その背景には、当事者本人が症状を
述べるにあたってのコミュニケーション困難と
いう課題があること、また、診断基準が明確で
はないなかで、家族にとっては受け入れ難いと
いう側面も指摘されているところである（4）。
　一方、国内では、2012（平成24）年成立の障害
者総合支援法以降、それまでの見直しも含め、
精神障害のある人の地域移行支援策が強化さ
れてきている。あわせて、入所施設に暮らす支
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援がより必要な、あるいは「重度」といわれる
知的障害のある人々が地域で暮らし続けるこ
とも引き続き推進されている。そこで、地域で
暮らし続けるにあたって改めて再認識してお
かなくてはならない課題がある。それは、児童
期から青年期への移行期、成長の変化と支援環
境の変化（学校教育から社会福祉サービスへ）
とが並行して起こるという現実である。知的障
害のある人、とくに支援がより必要な人にとっ
て、適切な支援と出会うことがなければストレ
スが高まる可能性は容易に考えられる。「重度」
の知的障害のある人が高いストレスを受け続
けることによる「精神科的課題」の発生につい
ては、これまでも「医療的課題」として認識さ
れてきた（5）。
　2012（平成24）年の精神保健資料によると、精
神科病院在院患者は全国で30万2,156人であり、
そのうち知的障害のある人は5,584人で1.8％の
割合である（6）。2013（平成25）年版『障害者白書』
では、知的障害のある人の数が54.7万人とあり、
その1.0％になる。たとえば、アルツハイマー
病認知症などの「器質性精神障害」、「統合失調
症」、「気分（感情）障害」、「精神作用物質による
精神及び行動障害」に分類される疾患数と比較
すると僅かな存在となる。では、この割合をど
のようにとらえるかである。
　ここで次の点に着目しておきたい。現行の「精
神保健及び精神保健福祉に関する法律」では、
「精神障害」の概念に知的障害が含まれてい
る（7）。ここに、知的障害のある人にとっての「精
神科的課題」、あるいは「精神疾患」との関係
の理解に混乱をもたらす点があるといえる。つ
まり「知的障害」であることが「精神疾患」で
あるように捉えられる、また、ある状態を「精
神科的課題」に直面しているとみるのではなく、
「知的障害」の特徴として理解するに止まって
しまうなどである。そこに新たな課題が存在す

ることに留意しなくてはならないと考える。つ
まり、「精神科的課題」を抱えているという認
識に立てば、それは「二次的障害」という課題
が見えてくる。しかし、それを「知的障害」の
特性と捉えてしまえば「二次的障害」という視
点もなくなる。そこで、あらためて、「精神的
健康（mental health）」という課題から見直し
てみる必要があると考える。
　すべての知的障害のある人が精神疾患を伴う
というわけではない。ただし、とくに「重度・
最重度の知的障害のある自閉症児者」にみられ
る「行動障害」については精神科治療との接点
を必要としてきていた。しかし、それも、2005
（平成17）年から社会福祉サービスとして提供さ
れるようになった行動援護事業にみられるよう
に、「強度行動障害」という括りのなかで、急
性期の症状に対応する手立てとして、服薬のみ
にたよるのではなく、「精神科治療」と環境調
整としての社会福祉の働きとの連携の必要性が
認識されてきている（8）。ここでの医療と社会福
祉の連携は、「行動障害」を規定する基準が物
語っているように（9）、「行動」に焦点化した中
での「行動改善」に対する精神科治療の活用と
いう連携といえよう。
　本研究で着目したいのは、こうした「行動障
害」という結果として見える手がかりに着目す
ることも必要であるが、むしろ「見落されがち
な手がかり」についてである。たとえば、ダウ
ン症の知的障害のある人の場合「早期退行」と
しての括りで十分なのか、また、「軽度」の知
的障害のある人たちにとっての「精神科的な課
題」との出会いの可能性について、「精神的健康」
ということから、日常的な生活の支援に関わる
社会福祉サービス提供者の認識が重要となって
くると考えられる。
　「行動障害」あるいは「早期退行」という枠
では括れない「精神科的課題」に対応するため
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に、医療機関との連携に対して、社会福祉の支
援現場ではどのように対応する基盤があるかに
関心を向けたい。

３）研究方法
　本研究では、地域での生活支援強化が推進さ
れることから、知的障害のある人が利用する地
域生活支援資源の一つである日中活動サービス
事業所を選定した。そこでの「精神科的課題」
に対する認識と対応の実態を把握するために、
インタビュー調査及びアンケート調査を実施し
た。本稿では、紙面の制約もあり、とくに、ア
ンケート調査「知的障害のある人と二次的障害
としての『精神科的課題』：社会福祉の支援実
態調査」の結果・分析を中心に報告する。
　なお、本研究での「精神科的課題」とは、そ
れ自体、吟味を必要とする概念ではあるが、そ
のことも含めて、「精神科医療との連携によっ
て安定した生活の改善が期待できると判断され
た課題」ととらえておく。また、「二次的障害」
について、「知的障害という一次的障害への適
切な対応がなされない中で、安定して生活する
状況に困難さが加わる状況」としておく。

２．調査概要
１）調査目的
　①知的障害のある人たちが二次的障害とし
て「精神科的課題」を抱え込まないために、社
会福祉現場ではどのような取組がなされている
か、その実態を把握する。
　②社会福祉現場の具体的取組を通して、とく
に精神科医療との連携で社会福祉支援として提
供できる機能は何かを明らかにする。

２）調査対象の設定と調査方法
　東京都内にある通所施設で働く職員の研修
を提供する団体（10）の協力を得て会員の所属す

る事業所に対して、「知的障害のある人と二次
的障害としての『精神科的課題』：社会福祉の
支援の実態調査」（資料参照）を実施した。日中
活動事業所420か所に郵送調査し（2014年11月
～ 12月）、回収数167（回収率39.8％）、有効回答
数は165であった。調査記入者はサービス管理
責任者もしくはそれに準ずる方にお願いした。
　
３．調査結果
　単純集計結果は紙面の都合で削除した。

１）調査対象者の属性
①性別
　回答者（165）のうち、男63.0％（104）、女31.5％
（52）、無回答5.5％（９）である。
②年齢
　回答者の年齢層は40代が40％（66）と最も多
く、次いで50代が23.6％（39）、30代が21.2％（35）、
60代が8.5％（14）、20代が1.2％（２）である。な
お無回答は5.5％（９）である。
③出身校の専攻等
　回答者（165）のうち、福祉系の出身者は47.9％
（79）であり、そのうち、学部卒者が38.0％（30）、
専門学校卒者が22.8％（18）、それ以外が7.6％
（６）、無回答が31.6％（25）である。
④保有資格（複数回答）
　最も多かったのは社会福祉主事の43.6％
（72）で、次いで社会福祉士は28.5％（47）、介
護福祉士は24.8％（41）となり、精神保健福祉士
は6.7％（11）、保育士は7.9％（13）である。理学
療法士などパラメディカル資格は2.4％（４）で
あり、その他の21.2％（35）には臨床心理士、教
員などが含まれる。なお、無回答は12.1％（20）
である。
⑤勤続年数
a.現施設での勤続年数
　10年以上が35.8％（59）と最も多く、５～ 10年
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未満が31.5％（52）、５年未満は23.6％（39）、無
回答は9.1％（15）である。平均勤続年数は9.8年
である。
b.社会福祉関連での勤続年数
　20年以上が38.2％（63）と最も多く、次いで、
10 ～ 15年未満が20.6％（34）、15 ～ 20年未満が
38.2％（27）、５～ 10年未満が4.8％（8）、５年未
満が1.2％（２）、無回答は18.8％（31）である。平
均勤続年数は19.8年である。

２）勤務先事業所について
①事業所が提供しているサービス（複数回答）
　最も多かったのは、生活介護の63.0％（104）
で、次いで就労継続支援の38.2％（63）である。
②事業所の開所時期
　障害者福祉制度のサービス体系が変更になっ
た障害者自立支援法施行の2006年を一応の目
安で開所時期を捉えたところ、64.2％（106）が
2006（平成18）年３月以前の開所で、それ以降の
開所は21.2％（35）である。
③サービス利用者数
　30 ～ 50人未満が32.1％（53）、50 ～ 100人未
満が30.3％（50）で半数以上を占める。小規模の
30人未満が18.8％（31）、一方100人以上も9.1％
（15）含まれる。
　なお、生活介護サービスを提供している事業
所のうち、生活介護サービス利用者数は30 ～
50人未満が28.2％（42）、30人未満は24.2％（36）
と半数以上は50人未満の利用者数である。
④直接支援職員数
　10 ～ 30人未満が52.1％（86）と最も多く、次
いで、30人以上が20.6％（34）、5 ～ 10人未満が
17.0％（28）、5人未満が1.8％（３）という状況で
あった。なお、このうち。常勤については、10
～ 30人未満が41.1％（62）で最も多く、ついで5
～ 10人未満が36.4％（55）、30人以上が9.9％（15）、
５人未満が9.9％（15）となっている。

３ ）知的障害のある人の「精神科的課題」への
社会福祉の支援実態

（１ ）精神科につなげる必要があると考えた利
用者の有無

　回答数165のうち、「有る」が68.5％（113）、「無
い」は31.5％（52）である。「利用者有」のうち、
こうした事例が複数あると回答したのは84.1%
（95）、「複数はない」と回答したのは8.0%（９）
と圧倒的に複数の事例を持っている。
　また、「嘱託医（精神科）の有無」との関係につ
いてみると（表１）、「嘱託医（精神科）有」の場合
の「精神科へつなげる必要があると考えた利用
者有」の相関性を示す値は得られなかった。
　また、提供サービス状況と「精神科につなげ
る必要があると考えた利用者有」を捉えると（表
２）、「生活介護」の提供事業所では65.3%、「就
労継続支援」の提供事業所では47.3%が「有」
と回答している。障害支援区分状況との詳細な
比較はできないが、「生活介護」を利用する利
用者の支援状況は、「就労継続支援」より支援
度が高いと推定される。ただし、「精神科につ
なげる必要があると考えた利用者有」との有意
差は得られなかった。

表１　精神科につなげる必要があると考えた利用者

有 無 無回答 計

嘱託医
（精神科）
の有

58
（52.3%）
{75.3% }

19
（36.5%）
{24.7%}

－
77

{100%}

無
50

（45.0%）
{60.2%}

31
（59.6%）
{37.4%}

2

｛2.4%｝

83

{100%}

無回答 3
（2.7%）

2
（3.9%） － 5

計
111

（100.％）
［67.3%］

52
（100％）
［31.5%］

2

［1.2%］

165
（100％）
［100%］
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（２ ）「精神科につなげる必要がある利用者がい
ない」と考えた理由(複数回答)

　「利用者がいない」と回答したのは31.5%（52）
である。その理由は「既に医療につながってい
た」が63.5%（33）と最も多い（表３）。

（３）利用者の変化の気づきについて
a.気づきのきっかけ
　「精神科につなげる必要があると考えた利用
者有」と回答した113のなかで、「利用者の変
化に最初に気づいた」のは誰かについては（複
数回答）、「事業所支援者」が85.8%（97）と最も
多く、次いで「家族」が39.8%（45）、その他に
は「他の事業所支援者」が1.8%（２）、「その他」
が4.4%（５）となっている。さらに、気づいた「事
業支援者」（97）のうち、60.8%（59）が「担当者」、
41.2%（40）が「その他の職員」（複数回答）であ
る。
　「利用者の変化に気づいたきっかけ」（複数回

答）は表４に示すように、多様な選択がなされ
ているが、特徴的な項目を捉えると、「泣く、
怒るなど感情の変化が激しくなる」が69.9%（79）
と最も多く、次いで「衝動的行動が増えてくる」
が58.4%（66）、さらに、「不眠が続く」が40.7%（46）
となっている。表出される行動変化としての発
信が高く認識されやすく、「ふさぎ込む」「引き
こもり」「返事をしなくなる」など内向きの変
化への気づきのきっかけは下回る（表４）。
b.利用者の変化の共有について
　「変化の気づき」を事業所の職員間で98.2%
（111）が共有できたとしている（無回答２）。ま
た、90.3%（102）が「その変化に対応できた」と
回答し、「対応できなかった」のは8.0%（９）の
みである。
　まず、「職員間の共有の仕方」について自由
記述回答内容を整理してみると、心理職、ケー
スワーカーなど専門職の参加を含めて、「支援
会議・ケース会議」の活用が50.5%（56）と最も
多かった。その他、「朝夕の引き継ぎ」「日常的
な職員会議」「担当者会議」などによっても対
応されていた。また、徹底するために、「ケア
会議の回数を増やす」「申し送りの強化」など
の工夫がされている。20.7%（23）あった「ケー
ス記録・日誌の記録の工夫・供覧」に着目して
おきたい。中には、その後の変化について特記
する欄を作成するなど、記録の改善に取り組ん
でいるところがある。迅速性の意味では2.7%

表３　精神科につなげる必要がある利用者がいないと考えた理由（複数回答）

思い浮かば
ない

家族に
任せている

既に医療につ
ながっていた その他 無回答 調査数

嘱託医
（精神科）有 3 1 11 4 ─ ─

無 5 2 22 5 ─ ─
無回答 0 0 0 1 ─ ─

計 8
15.4%

3
5.8%

33
63.5%

10
19.2%

2
3.8%

52
100.0%

表２　 精神科につなげる必要があると考えた利者の有
無と提供サービス状況

　 生活介護 就労継続支援
精神科につなげる
必要があると考え
た利用者有

73（65.2%） 43（47.3%）

無 30（26.8%） 19（20.9%）
無回答 9（8.0%） 29（31.8%）
計 112（100.0%） 91（100.0%）
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（３）と高い数値ではないが「パソコンを通した
情報共有」も活用されている。ただし、個人情
報保護等の十分な配慮が求められよう。
c.事業所内の「変化への対応」について
　「変化への対応」の流れとしては、「状況の確
認」「再アセスメント」「対応の検討」「支援計
画修正」「支援方法（環境調整含む）の見直し」
という経過となるが、「支援方法の見直し」と
いう表現で記述されているのが57.7%（64）と多
い。その背景にこうした経過がすべて含まれて
いるかは把握できないが、念頭には置かれてい
るととらえておく。「ケース記録・日誌の記録
の工夫」はもちろんのこと、「継続的観察・モ
ニタリング」が重要になってくるといえるが、
具体的に触れられている数は9.0%（10）と少ない
ことも留意しておきたい。なかには、外部講師
を迎え「研修会」を設定した例もある。

d.「変化への対応」と事業所外との連携について
　「家族あるいは後見人との連携」は58.6%（65）
で、情報共有のための面談、家庭訪問などを実
施している。「医療機関・嘱託医との連携」は
52.3%（58）である。41.4%（48）はグループホーム
やショートステイなど、利用者が日常的に利用
しているところのスタッフとの連携がなされて
いる。

（４）精神科の受診に関連して
a.精神科受診のきっかけ
　実際に精神科の受診をするきっかけ（複数回
答）は（表５）、「家族が必要と考えた」の45.1%
（51）と「ケース検討し事業所としての判断」の
46.9%（53）が半数に近い選択である。なお、「嘱
託医に相談した」は36.3%（41）であり、そのうち、
「嘱託医（精神科）有」は43.9%（18）である。すべ

表４　利用者の変化に気づいたきっかけ（複数回答）

調
査
数

食
事
を
食
べ
な
く
な
る
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食
に
な
る
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眠
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続
く
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中
で
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な
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な
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が
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ま
く
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な
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な
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課
に
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加
し
な
い

ふ
さ
ぎ
こ
む

泣
く
、
怒
る
な
ど
感
情
の
変
化

が
激
し
く
な
る

引
き
こ
も
り

常
同
行
動
が
激
し
く
な
る

異
食
を
始
め
る

自
傷
行
為
が
で
る
よ
う
に
な
る

衝
動
的
行
動
が
増
え
て
く
る

欠
席

そ
の
他

無
回
答

113 22  9 46 35 11 13 38 18 79 23 30 11 20 66 24 23 2
（%）
100.0  19.5 8.0 40.7 31.0 9.7 11.5 33.6 15.9 69.9 20.4 26.5 9.7 17.7 58.4 21.2 20.4    1.8

表５　精神科を受診したきっかけ（複数回答）

家族が必要
と考えた

嘱託医に
相談

ケース検討
し事業所と
しての判断

事業所外専
門機関から
の助言

その他 無回答 調査数

嘱託医
（精神科）有 25 18 24 4 6 ―

無 25 21 27 6 4 ―
無回答 1 2 2 1 0 18
計 51 41 53 11 10 18 113
％ 45.1 36.3 46.9 9.7 8.8 15.9 100
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てが「嘱託医（精神科）」に相談しての受診では
ないことがわかる。なお、嘱託医（精神科）有と
回答した77件について、嘱託医（精神科）との関
わり方は、「定期的に相談する」が63.6%（49）、
「困ったことがあれば相談する」が28.6%（22）、
「ほとんどない」は6.5%（５）、無回答は1.3%（１）
である。
b.受診に際しての事業所のかかわり方
　受診に際しての事業者のかかわり方（複数回
答）は、「家族に情報提供」が55.8%（63）、次いで、
「医療機関に情報提供」が54.1%（61）、「通院に
同行」が48.7%（55）の状況である。
c.利用者の受診に際して、事業所からの情報提
供とその活かされ方
　「事業所から受診に際して情報提供した」の
は表６にあるように54.1%（61）である。情報提供
された内容について、自由記述内容を要素ごと
に整理してみたところ次のような傾向をとらえ
ることができる。社会福祉の支援と医療との連
携の意味を特徴づけるものとして着目したい。
　第一は、精神科初診に際して医療側から求め
られる情報である。たとえば、生育歴、既往症、
服薬状況、本人の状況（障害程度含む）、サービ
スの利用状況などである。

　第二は、生活の様子である。初診で求められ
るのもいわば本人の生活の様子を伝えることに
なるであろう。事業所が提供するのは主に「事
業所での本人の様子」ということになる。一方、
「家庭生活の様子」あるいはグループホームな
ど「帰宅後の生活の様子」を合わせて提供する
場合もある。家族を介して受診をする場合と、
事業所が通院に同行する場合とでは、提供され
る情報の内容をどういう形式で、何を伝えるか
によって、支援者の見立てと家族の見立ては同
一ではない可能性があることも認識しておく必
要がある。
　第三は、問題状況である。「生活の様子」に
ついて何を捉えるか。「変化」「気になること」
をとらえることになるが、「受診」との関連で
の把握は、「問題状況」を捉えることになり、「行
動特徴」を手がかりとしていることがわかる。
その根拠となるデータについて、「記録を基に
した情報」「変化を踏まえた情報」が基本的な
要件となることがみえてくる。ただし、何をベー
スラインとするかなどが明確ではない面もみう
けられる。
　第四は、支援内容である。個別支援記録とし
て支援内容が整理されている状況もある。

表６　受診に際して事業者のかかわり方（複数回答）

通院に同行 家族に情報
提供

医療機関に
情報提供 その他 無回答 調査数

55 63 61 4 21 113
48.7% 55.8% 54.1% 3.5% 18.6% 100.0%

家族が必要と考えた 26
51.0%

35
68.6%

32
62.7%

2
3.9% ― 51

100.0%

嘱託医に相談した 22
53.7%

31
75.6%

31
75.6%

0
0% ― 41

100.0%
ケース検討し事業所とし
ての判断

37
69.8%

32
60.4%

39
73.6%

2
3.8% ― 53

100.0%
事業所外専門機関からの
助言

10
90.9%

6
54.5%

7
63.6%

1
9.1% ― 11

100.0%

その他 6
60.0%

8
80.0%

8
80.0%

1
10.0% ― 10

100.0%
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ここでの「支援内容」が事業所内の活動に限定
したものが多く、包括的な本人への生活支援内
容はみえにくい。
　第五は、情報提供にあたっての同意について
である。事業所が直接受診に関わるにしろ、家
族を介しての受診にしろ、「情報提供内容」と
提供の仕方の「同意」の重要性も指摘されてい
る。
　では、その情報提供は利用者の受診に際して
どのように活かされたかをみると（複数回答）、
「投薬の変更に役立った」が54.9%（62）、「医療
側の生活状況の把握に役立った」が47.8%（54）、
「分らない」が9.7%（11）、「その他」が13.3%（15）、
「無回答」が21.1%（24）である。この無回答には
受診に至らなかった事例が含まれる。
d.通院後の事業所のかかわり方
　事業所としての通院後のかかわり方（複数回
答）として、「支援方法の見直し」が61.1％（69）、
「通院に同行」が38.1％（43）、「情報提供」が
31.0％（35）、「嘱託医に相談」が31.0％（35）、通
院後は「家族に依頼」が30.1％（34）、「ワーカー
に相談」が15.0％（17）、「その他」が4.4％（５）、
無回答は17.7％（20）である。事業所としての役
割である「支援方法の見直し」の割合は高い。

半数には至っていないが「通院に同行」の例も
少なくはない。「情報提供」の取組として、「通
院ノート」を作成し、医療機関と情報を共有す
る工夫をしている事例もある。
e.利用者が精神科を受診しなかった理由
　利用者の変化に気づいても、精神科を受診し
ない場合について、「家族の反対があった」は
17.7%（20）である。前述の「家族との情報の共有」
という課題も含めて課題として認識しておく必
要があろう（表７）。

（５）受け入れてくれる医療機関病院について
　精神科の医療的支援資源の状況について、
「受け入れてくれる医療機関・病院がある」は
81.8％（63）、そのうち、「嘱託医」は73.0％（46）、
「精神科専門病院」が36.5％（23）である。一方、
「探すのに苦労する」は11.7％（９）、「受け入れ
てくれる医療機関・病院はない」が2.6％（29）、
無回答は3.9％（３）という状況で、全体として
は受入れ状況はあると考えられるが、「探すの
が苦労する」や「無い」という場合いが存在し
ていることはなお連携という点では課題が残る
ともいえる。

（６）「精神科的課題」の見出しについて
a.見出す困難さ
　利用者の変化に気づいて、精神科への受診に
つなげる取り組みがなされている状況は捉えら
れたが、その前提として問われてくることとし
て、「精神科的課題」を見出すことの困難さが
有ると75.8％（125）が回答している。ちなみに、
「困難ではない」が15.2％（25）、無回答が9.1％
（15）である。
b.見出す困難さの理由
　「精神科的課題」を見出すことに困難さがあ
ると回答した125事業所が、困難さの理由とし
て選択したのは表８の状況である（複数回答）。

表７　利用者が精神科を受診しなかった理由

嘱
託
医（
精
神
科
）の
有
無

受
診
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必
要
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療
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が
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た

家
族
の
反
対
が
あ
っ
た

そ
の
他

無
回
答

繋
げ
た
い
利
用
者
が
い
た

有 2 1 7 4
無 1 0 12 4
無回答 1 1 1 0

計 4
3.5%

2
1.8%

20
17.7%

8
7.1%

82
72.6%

113
100%
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最も多く選択されているのは「知的障害の特
性との区別がつきにくい」の64.8％（81）であ
る。つづいて、「精神科医療についての知識不
足」が46.5％（58）、「家庭の理解が得られない」
が41.6％（52）、さらに「本人が発信しない」は
32.0％（40）の選択がなされている。とくに、見
出す困難さの理由にある「家庭の理解が得られ
ない」については留意すべきといえる。前述し
たように、精神科の受診につなげる際に、受診
につなげられなかった理由としても「家族の反
対があった」という選択が少なからずなされて
いた。「精神科医療についての知識不足」とも
連動してくる点ではあるが、「アセスメントの
力量不足」が28％（35）も、社会福祉の支援とし

て何をアセスメントすべきかという課題として
も見落とせないといえる。

（７）配慮している支援方法
　「配慮している支援方法が有る」は81.2％
（134）、「無い」は6.1 ％（10）、「無回答」は
12.7％（21）である。具体的に配慮している支援
方法についての自由記述を整理してみると、次
の特徴をとらえることができる（図１）。
　まず、「日常的な関わりの可視化」という日
常的な流れを基に、本人の「突発的、緊急的変
化の可視化」への対応が存在するという構造で
ある。「日常的関わり」では、「本人の思い・意
思を引き出すための配慮」がなされ、「突発的、

表８　　「精神科課題」を見出すことの困難さの理由（複数回答）
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100.0%

32
25.6

16
12.8

40
32.0
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35
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18
14.4

14
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1
0.8

4
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1
0.8
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図１　配慮している支援方法構造のイメージ
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緊急的変化」では「イライラ・不安な時を捉え
るための配慮」がなされる。これらは、もちろ
ん、その人を取り巻く支援体制としての「包括
的なアセスメント・評価・支援の見直し」とい
う活動の流れと連動して展開される。それぞれ
の要素が可視化されていることで関係者が共有
することができ、統一した具体的な実践対応を
生み出すことができることを示唆している。
a. 本人の思い・意思を引き出すための日常的
配慮
　なお、「本人の思い・意思を引き出すための
日常的配慮」として「日常的な関わり」を可視
化するために、①支援の前提となる情報の収集、
②支援者側の支援の可視化のための工夫、③利
用者支援場面における工夫、の要素を見出すこ
とができる。それぞれの具体的な内容は以下に
示す（表９）が、実際の支援では包括的に機能し
ていくことが求められるといえる。③利用者支
援場面における環境的工夫については、「本人
尊重」という原則を基盤にした「時間的配慮」
「空間的配慮」「コミュニケーション配慮」とい
う要素で構成されるものであることがわかる。
b. イライラ・不安な時を捉えるための特別な

配慮
　利用者のイライラや不安な状況は突発的、緊
急的状況として把握され、可視化する努力がな
される。記録、分析、仮説、検証のプロセスが
展開される。そのためには以下の要素をしっか
りと取り組まれることが求められている。
①「いつもと違う」あるいは、ストレス、SOS
のサインを捉えるという気づきと安全・安心の
確保
　これを可能にするためには、まず、「日常的
関わりの情報」、つまり、ベースラインとなる
利用者の状況をどれだけ把握できているかとい
うことである。そのためには、アセスメント、
日常の記録化が必要であるが、そこで重要なこ
とは、前項にも挙げられているが、何を記録化
していくかという課題である。観察の対象とし
て「行動、発言、表情」を手がかりにするとあ
るが、結果として利用者側からの発信のこれら
の項目を記録しても十分とはいえないといえ
る。他職種の関わりを創ることで情報の厚みを
つけるという取り組みも見られた。
　加えて、「気づき」とともに求められることは、
利用者本人の安全確保、また安心感・信頼感を

表９　本人の思い・意思を引き出すための日常的配慮
①支援の前提と
なる情報収集 ②支援者側の支援の可視化のための工夫 ③利用者支援場面における環境的工夫

本人の世界の
理解 日常的把握と共有化 本人尊重 時間的

配慮
空間的
配慮

コミュニケーション配慮
声掛けの
工夫 ツールの活用

•本人の興味、
苦手を知る
•育ちに関する
アセスメント
•障害特性の
把握

観察 記録 会議 対応の統
一化

•意思表示の
尊重

•個別対応
•こだわりへの
対応

•本人の了解
•伝えたことの
確認

•自己肯定感
を高める「約
束」の導入

•じっくり
待つ
•見守る
•時間の
構造化
（ スケ
ジュー
ル化）

•心地よ
い距離
感の維
持

•個別の
空間の
準備

•トラブ
ルを避
けるグ
ルーピ
ング

•タイミング
•声のトーン
•発言の復
唱
•肯定的声
掛け

•写真
•カード
•絵
•筆談
•指さし
•ピクトグラム
•マカトンサイ
ン
•タブレット
•感覚統合
アプローチ
（スヌーズ
レン）

行動
発言
体調

PC上の様
式への記入

ケ ー ス
会議

マニュア
ル化

ストレス耐
性把握

•エピソード
記述
•間主観的
記録

引き継ぎ



知的障害のある人の「精神科的課題」への社会福祉機能のあり方検討

─ 89 ─

保つことであることも触れられている。
②原因となる要因の探索
　まず、要因の探索がなされる。そのアプロー
チは様々に述べられているが、次のようなアプ
ローチがある。利用者の発信する状況経過を
追って、その変化を記録化し分析していく、ま
た、改めて、活動の場、雑談の関わりなど多様
な側面から捉えなおす。さらに、本人にとって
の課題の一つひとつを取りだし、読み解き、ス
トレス源について仮説に基づいて対応策の検討
がなされている。
③要因の除去に向かっての支援の見直しと介入
時点の判断
　仮説から要因の特定を導き出したとして、そ
の「介入時点の適切な判断」が重要であること
が指摘されている。ここでは、既存の気分転換
法や「私の姿と気持ちシート」の活用など、ス
トレスマネジメント法やストレス解消プログラ
ムを導入したりしている例も見られた。いずれ
にしても、前項で触れたように、日常的な関わ
りの配慮と共通する「情報の共有化」、「対応の
統一化」が求められている。
c.包括的なアセスメントと評価、支援の見直し、
個別支援計画への反映
　こうした日常的、あるいは特別の配慮の基盤
となるのが、利用者の生活を包括的に捉えたア
セスメント、評価、支援の見直し、そして、そ
れらを個別支援計画に反映させることである。
まさに、PDCAサイクルが認識されている。

（８）自由記述の分析
　自由記述には多くの課題、対策についての提
案などがなされている。要点をまとめてみると
次の内容に整理することができる。
a.社会福祉サービス機能としての「生活」把握
とコーディネート
　「精神科的課題」に直面することで医療機関

との連携などを通して求められる社会福祉サー
ビス機能としては家族との連携があげられる。
具体的には、日中活動を通して支援として成果
を上げていることを利用者の家族との生活に
フードバックすることである。「生活」を把握
することが社会福祉サービス機能として求めら
れていることが認識されている。すなわち、生
活の把握を踏まえたうえで、日中活動部分での
本人とのかかわりを生かして、本人、家族、医
療機関との連携を推進するコーディネート機能
が期待されている。もちろん、そこで問われて
くるのは社会福祉サービス側として医療側に提
供する情報内容はどのようなものとなるかであ
る。ただし、「生活」の把握には日中活動事業
者だけが担うことでは限界があり、地域として
の支援全体でなされなくてはならないが、その
資源の不十分さも指摘されている。なお、嘱託
医（精神科）が配属されていること、また、看護
師など医療系職員がいることで、医療機関との
連携には有効に働く場合があるという指摘もな
されている。
ｂ.医療との連携における課題
　すでに「精神科的課題」を見出す困難さでも
ふれられている内容であるが、医療との連携課
題として次の点があげられている。
　①幼少期から薬物治療などの関わりがある場
合は、家族の理解はされやすいが、思春期、青
年期になってから「精神科的課題」へ向き合う
場合、本人、家族の理解を得ることが困難であ
る。
　②「知的障害」と「精神疾患」の区別を明確
に医療側が説明できないことは家族が納得しに
くいことになる。したがって、服薬調整につい
てもその効果の疑念を抱くことになる。
　③知的障害を理解している精神科医療機関が
少ないことから、本人の表出した状況だけを判
断に服薬調整がなされ、その後見直しもなく長
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期間継続する場合もある。
　④療育手帳、年金の申請、障害支援区分判定
など制度利用にあたって、精神科医との接点は
あっても、判定の手続き上の関わりしかない。
c.対応策としての提案
　①社会福祉と精神科医療の知識もある精神保
健福祉士の配置で、福祉現場の認識を促すこと
になり、また医療機関との連携の接点がもちや
すいのではないか。
　②地域の関連事業体で連携して、「精神科的
課題」へ対応できるスーパービジョン体制やト
レーニングの機会を設ける必要がある。
　③ライフステージが変わってもその人の発信
をサポートできるために、『サポートブック』
などを作成し活用する。
　④地域の知的障害に理解ある精神科関連資源
の情報発信方法の確立と活用を工夫する。

　その他、本人が高齢期になった時の「認知症」
との区別の難しさ、通院における家族に代わる
人の確保などの課題も触れられている。また、
「知的障害」「精神科疾患」の区別という課題以
前に、そもそも、前提となる「人」としての尊
厳ある人生が保障されていないという課題、本
人の理解する力が出てくることであらたに不安
をもたらすという「成長」による変化も認識す
ることが重要であるという指摘もなされてい
る。

４．考察
　アンケート調査結果のデータ分析では、回収
数の限界もあり有意差等の検証が不十分のまま
である。したがって、本稿でのデータ分析もひ
とつの傾向として示すという限界はある。しか
し、自由記述から多くのデータを得ることがで
きた。これらの条件を前提として考察を加えた
い。

　日中活動を提供する事業所では知的障害のあ
る人と「精神科的課題」がどのように認識され
ているか、また、それに対してどのような対応
をしているか、さらに、医療との連携状況につ
いて、調査結果から次のような特徴をとらえる
ことができる。

（１ ）「精神科的課題」を見出すことをめぐる
課題

　知的障害のある利用者が「精神科的課題」を
抱えることに対応する事業所は7割近くある。
しかし、そこには「精神科的課題」を見出すこ
との困難さがともなっている。その背景には、
前述の海外の先行研究での「判断基準の不明確
さ」、「知的障害の特性と区別がつきにくい」、
あるいは、「家族の理解が得られない」、そして
「本人が発信しない」という課題があるという
共通の傾向を捉えることができた。
　ところで、精神科の嘱託医がいるのは全体の
46.7％で、そのうち、定期的に相談の機会をもっ
ているのが63.6％であった。そこでは、「精神
科的課題」を見出すのが難しいという点に対し
て、どの程度有効な関わりができているのであ
ろうか。嘱託医という存在では常時利用者の変
化を捉えていくわけにはいかず、日常的に関わ
りのある事業所の支援員の情報の提供という役
割の大きさを改めて再確認するところである。
その意味では、半数近くが「精神科医療につい
ての知識不足」をあげていることも留意してお
く必要がある。

（２）「配慮している支援方法構造」の特徴
　重要なのは利用者の安定した、充実した日常
的な生活の支援である。改めて述べることもな
く、社会福祉の機能として求められることであ
る。今回の調査では、日中活動という生活の一
部の支援ではあるが、専門的支援を必要として
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いる人にとっては、その支援の在り方は生活全
体にも影響を与える可能性がある。つまり、「精
神科的課題」に直面しないためのその人が必要
としている支援を適切に提供する努力こそが重
要ということである。現場での支援の配慮とし
てなされている内容を分析した結果、「包括的
なアセスメント・評価・支援の見直し・個別支
援計画への反映」という基盤をもとに、①本人
の思い・意思を引き出すための日常的配慮、②
突発的・緊急的状況への対応としてのイライラ・
不安定時を捉えるための配慮、という２つの配
慮が相互に機能化するという「配慮している支
援方法構造イメージ（図１）」に示した支援の構
造をとらえることができた。とくに、利用者支
援場面における環境的工夫では、時間や空間の
構造化、写真・カード・マカトンサインなどコ
ミュニケーションツールの活用は、要素として
定着しているように見受けられる。
　前述したように「強度行動障害」という括り
での対応策は実践の検証を通して具体化されて
きているといえる。たとえば、強度行動障害へ
の基本的対応として「環境刺激の統制」「生活
の構造化」「信頼関係の構築」「理解力に合わせ
た情報伝達」「医療との連携」「家庭との連携」
が確認されている（11）。これらの要素について
は、「支援の配慮」でふれたように、日中活動
の現場でも認識され、具体的な取り組みも見ら
れる。しかしながら、そこには前提とする何を
データとして捉えるかというところでの共通認
識と手法が必ずしも明確ではないという課題が
みえてくる。

（３ ）連携にあたっての「情報提供」をめぐる
課題

　この課題は精神科医療との連携に限ったもの
ではなく、「連携」の前提として明らかにして
おかなくてはならない内容といえる。

１）情報提供にあたっての「見立て」
　医療側へ情報提供するにあたって、社会福祉
の機能としては利用者の「生活」状況を伝える
ことになる。そこでは、日常的に的確なその人
の生活の把握がなされていることが求められる
が、行動に現れる「問題傾向」に情報が集中す
ることで、支援を必要としている利用者の生活
全体を捉えることが弱められる可能性があるこ
とを懸念する。把握に際してベースラインをど
のように把握するかは重要であるが、今回の調
査では詳しい情報を得られていない。アセスメ
ント項目として現場での共通認識化の必要とも
併せて再吟味が必要ではないだろうか。それは、
変化への対応への継続的観察のあり方や記録
のあり方などにも連動してくる課題である。現
場では、「記録」の重要性は現場職員の課題で
あることも認識されているところであるが（12）、
なお、気になるのは、「アセスメントの力量不足」
であろう。いずれにせよ、連携として精神医学
の見方の理解もあって、初めて社会福祉として
提供できる内容が見えても来るであろうし、ま
た、その内容の吟味も可能になってくるといえ
る。
２）情報提供における「同意」について
　誰に、何を伝えるのかを含めて、個人情報保
護の課題は難しい側面をもっている。より適切
な「見立て」「支援」を生み出すためには「情
報収集」は基本であるが、PCの活用の有効性
と個人情報保護へのリスクなど、さまざまに情
報保護は壁にもなりうる。その際求められるこ
とは「情報提供の同意」である。本調査結果で
も指摘されている点である。たとえば、精神科
医療との連携で、社会福祉の支援として得た情
報が家族を介しての情報提供となる場合、ある
いは、本人自身への「情報提供の同意」として、
どのように取り組むのかの具体的な実践例を積
み重ねていく必要があろう。
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３）地域生活における「家族」との情報共有
　今回の調査で地域生活を前提として支援が取
り組まれていく場合、「家族」との情報の共有
が基本となることがわかった。その場合、「家
族の理解」あるいは「家族の意向」が利用者の
生活に大きく影響することは容易に読み取れ
る。単純に「家族が理解していない」という解
釈よりも、さまざまな状況の中で支援が提供さ
れているなかで、日中活動支援事業所という立
場から「家族の理解」をどのように捉えている
か、また、何をもって理解とするかなど、「家
族の理解」についてはより具体的な検討が必要
であろう。

５．まとめと今後の課題
　本研究は、思春期から青年期の知的障害のあ
る人の「精神的健康（メンタルヘルス）」保持の
点から、「合理的配慮」としての医療と福祉の
連携のあり方を実践レベルで具体的に明らかに
することであった。そのため、日常的支援にお
ける「見立て」の構造と支援プロセスに焦点を
あて、社会福祉サービス支援として実践レベル
での「精神科的課題」への取組の実態を把握し、
医療との連携にあたって、とくに「情報提供」
という点での社会福祉サービス機能としてのあ
り方について検討を試みた。
　日中活動という実践現場での「精神科的課
題」への認識はなされ、それぞれの実践では対
応の模索がなされていることも明らかになっ
た。そこでは、具体的に「精神保健」という視
点というよりも「問題行動」への対応のレベル
であることも分かった。医療との連携にあたっ
ての「情報提供」では、社会福祉の機能である
生活支援として知的障害のある人の「精神科的
課題」にどのように対応していくかという課題
を解明することが求められる。それには、「知
的障害特性」「精神疾患」という視点よりも、

その人の生活を適切に捉え安定した生活の実現
のための方策を探究するためのさらに詳しい実
践の積み重ねと検証が必要といえよう。とくに、
対応の共有化が一つの重要な要素であることは
見えてきているが、「マニュアル化」で解決で
きるのもではなく、そこには、利用者と支援者
の関わりという個別的支援関係でどのように具
体化できるか、さらに、支援者の個としての柔
軟に対応できる力量も求められる。
　今回の調査は、サービス管理責任者など、あ
る程度の経験年数のある人を対象とした。今回
の調査結果がどの経験年数の支援者にも共通し
た課題認識となるものなのか、さらなる検証も
必要になってくるであろう。

　最後に、本研究は2014年度明治学院大学社会
学部付属研究所一般研究プロジェクト助成によ
る「知的障害のある人の『精神科的課題』への
社会福祉サービス機能実態」研究の成果の一部
である。調査にあたっては日中活動事業所の皆
さまをはじめ多くの関係者の方々にご協力いた
だき、心よりお礼申し上げたい。また、調査に
あたって、明治学院大学大学院社会学研究科社
会福祉学専攻の長 律子、岡本恵子、音山裕宣、
河谷美樹、加藤房枝、岸川 学、山田紗梨、お
よび明治学院大学副手安藤まみ、の諸氏にも有
意義なご意見を頂けたことを付記させていただ
く。
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㸢䇸䈇䈇䈋䇹のᣇ䈲 [䋲]䈻䈍進䉂䈒䈣䈘䈇䋮 

 
  

䇸䈲䈇䇹のᣇに䈉か䈏䈇䉁す䋮 

䈖䈖䈪䈲䇮೑↪ㅜਛか䉌᳇になる症⁁䈏⷗つ䈔䉌䉏たᣇの䉂につ䈇䈩ુ䈇䉁す（ⶄᢙ事଀䉕฽䉃）䋮 

①䈅なたの事業ᚲに䈲⹥ᒰ事଀䈏ⶄᢙ䈅䉍䉁すか（䈲䈇 ・ 䈇䈇䈋） 

㶎ⶄᢙの事଀䈏䈅る႐วに䈲䇮⹥ᒰする㗄⋡す䈼䈩に䂾䇮䈅る䈇䈲⸥౉䈚䈩䈒䈣䈘䈇䋮 

       

②ᦨೋに䇮⺕䈏೑↪者のᄌ化に᳇䈨䈐䉁䈚たか（⹥ᒰする䉅のに䂾）䋮 

（ ኅᣖ ・ 事業ᚲ支援者[担ᒰ者 䈠のઁの⡯ຬ] ・ ઁの事業ᚲ支援者 ・ 䈠のઁ䈀            䈁） 

③૗䉕䈐䈦か䈔に೑↪者のᄌ化に᳇䈨䈐䉁䈚たか（⹥ᒰする䉅のに䂾） 

 㘩事䉕㘩䈼な䈒なる ・ ㆊ㘩になる ・ ਇ⌁䈏⛯䈒 ・ 㓸ਛ䈪䈐な䈒なる ・ ㄰事䉕䈚な䈒なる ・ ឃᴭ䈏 

䈉䉁䈒䈪䈐な䈒なる ・ ᣣ⺖にෳട䈚な䈇 ・ 䈸䈘䈑䈖䉃 ・ ᵅ䈒䇮ᔶるな䈬ᗵᖱのᄌ化䈏ỗ䈚䈒なる ・ ᒁ䈐 

䈖䉅䉍 䍃 Ᏹหⴕേ䈏ỗ䈚䈒なる ・ ⇣㘩䉕ᆎ䉄る・自்ⴕὑ䈏䈪るよ䈉になる ・ ⴣേ的ⴕേ䈏Ⴧ䈋䈩䈒る 

ᰳᏨ ・ 䈠のઁ䈀                              䈁 

 

  

㽵䈠の೑↪者のᄌ化䉕事業ᚲの⡯ຬ㑆䈪౒᦭䈚䉁䈚たか䋮 

 （・䈲䈇 ・䈇䈇䈋） 

䇸䈲䈇䇹のᣇ      

・ 䈬のよ䈉に౒᦭䈚䉁䈚たか䋮 

 

 

 

 

䇸䈇䈇䈋䇹のᣇ    

  



知的障害のある人の「精神科的課題」への社会福祉機能のあり方検討

─ 95 ─

   ・౒᦭䈪䈐なか䈦たℂ↱䉕䈍⡞か䈞䈒䈣䈘䈇䋮          

 

 

 

 

㽶 ③の೑↪者のᄌ化に対ᔕ䈪䈐䉁䈚たか䋮 

（・䈲䈇 ・䈇䈇䈋） 

䇸䈲䈇䇹のᣇ      

䉝䋮事業ᚲౝの対ᔕ（଀ 支援ᣇ法の⷗⋥䈚 ・支援のᡷༀにะ䈔た䉦ン䊐䉜䊧ン䉴䉕ᜬつ䇮ᖱႎ䉕⷗⋥すな䈬） 

 

 

  

䉟䋮ㅪ៤による対ᔕ（଀ ኅᣖ䇮相談ᯏ関の䉸ー䉲䊞䊦䊪ー䉦ー䇮医療ᯏ関な䈬） 

                                                                                                                 

                                                  

䉡䋮対ᔕに೑↪䈚たᖱႎ䈲૗䈪すか（଀ 生⢒ᱧ䇮事業ᚲ䈪の᭽ሶな䈬） 

䇸䈇䈇䈋䇹のᣇ    

 ・対ᔕ䈪䈐なか䈦たℂ↱䉕䈍⡞か䈞䈒䈣䈘䈇䋮 

 

 

 

㽷対ᔕ䈫䈚䈩䇸♖␹⑼䇹䉕ฃ⸻䈚た೑↪者につ䈇䈩䈍⡞䈐䈚䉁す䋮  

䉝䋮䈬のよ䈉な䈐䈦か䈔䈪ฃ⸻䈘䉏䉁䈚たか（⹥ᒰする䉅のに䂾）䋮 

（ ኅᣖ䈏ᔅⷐ䈫⠨䈋た ・ བྷ⸤医に相談䈚た ・ 䉬ー䉴ᬌ⸛䈚事業ᚲ䈫䈚䈩の್ᢿ ・ 事業ᚲᄖኾ㐷 

ᯏ関か䉌の助⸒ ・ 䈠のઁ[                      ]）  

䉟䋮ฃ⸻に㓙䈚䈩事業ᚲ䈲䈬のよ䈉なかか䉒䉍䉕䈘䉏䉁䈚たか（⹥ᒰする䉅のに䂾）䋮 

（ ㅢ院にหⴕ ・ ኅᣖにᖱႎឭଏ 䍃 医療ᯏ関にᖱႎឭଏ 䍃 䈠のઁ[               ]）  

㹢事業ᚲ䈫䈚䈩ᖱႎ䉕ឭଏ䈚たᣇに䈉か䈏䈇䉁す䋮 

䉡䋮䈬のよ䈉なᖱႎ䉕ឭଏ䈚䉁䈚たか䋮 

 

 

 

䉣䋮䈠のᖱႎ䈲೑↪者のฃ⸻に䈬のよ䈉に活か䈘䉏䉁䈚たか（⹥ᒰする䉅の䂾）䋮 

（医療஥の生活⁁ᴫのᛠីにᓎ立䈦た ・ ᛩ⮎のᄌᦝにᓎ立䈦た ・ ಽか䉌な䈇  

・䈠のઁ[                                          ] ）  

䉥䋮ㅢ院ᓟ䇮䈬のよ䈉な関䉒䉍䉕䈘䉏䈩䈇䉁すか（⹥ᒰする䉅のに䂾）䋮 
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（・ㅢ院にหⴕ ・ ኅᣖにଐ㗬 ・ བྷ⸤医に相談 ・ 䊪ー䉦ーに相談 ・ 支援ᣇ法の⷗⋥䈚  

・ᖱႎឭଏ ・䈠のઁ[                                    ] ） 

㽸対ᔕ䈫䈚䈩♖␹⑼ฃ⸻䈚なか䈦た೑↪者につ䈇䈩䈍⡞䈐䈚䉁す䋮 

䉝䋮ฃ⸻䈚なか䈦たℂ↱䈲な䉖䈪すか䋮 

（・ฃ⸻のᔅⷐ䈲な䈇䈫⠨䈋た ・ 医療ᯏ関䈫のつな䈏䉍䈏なか䈦た ・ ኅᣖの෻対䈏䈅䈦た  

・䈠のઁ[                ]） 

䇼2䇽 ⾗Ḯの実⁁につ䈇䈩䈉か䈏䈇䉁す䋮 

བྷ⸤医（♖␹⑼）䈲䈇䉁すか䋮（䈲䈇  䈇䈇䈋） 

䇸䈲䈇䇹のᣇ 

① བྷ⸤医（♖␹⑼）䈫のかか䉒䉍䈲䈬の⒟度䈪すか（⹥ᒰする䉅のに䂾）䋮 

（䈾䈫䉖䈬な䈇 ・ ࿎䈦た䈖䈫䈏䈅䉏䈳相談する ・ 定ᦼ的に相談する） 

②೑↪者䈏ೋ䉄䈩♖␹⑼䉕ฃ⸻䈚た䈇䈫䈐にฃ䈔౉䉏䈩䈒䉏る医療ᯏ関病院䈏䈅䉍䉁すか䋮 

（䈅る[ བྷ⸤医 ・ ♖␹⑼ኾ㐷病院・䈠のઁ          ] ・តすのに⧰ഭする ・ な䈇） 

 

䇼3䇽䇸♖␹⑼的⺖㗴䇹䉕⷗಴す䈖䈫につ䈇䈩の࿎難䈘䈲䈅䉍䉁すか䋮（䈲䈇  䈇䈇䈋） 

䇸䈲䈇䇹のᣇ 

・࿎難䈘のℂ↱につ䈇䈩䈍⡞䈐䈚䉁す（⹥ᒰする䉅のに䂾）䋮 

ㅢᚲのた䉄関䉒るᤨ㑆䈏⍴䈇 ・ ৼካに関䉒るᤨ㑆䈏な䈇 ・ ᧄੱ䈏⊒ା䈚な䈇   

ኅᣖのℂ⸃䈏ᓧ䉌䉏な䈇 䍃 ♖␹⑼医療につ䈇䈩の⍮⼂ਇ⿷ ・ 䉝セ䉴䊜ン䊃の力㊂ਇ⿷  

 ᣣᏱ業務䈪ᚻ䈇䈦䈴䈇の⁁ᘒ ・ 䊈䉾䊃䊪ー䉪⾗Ḯਇ⿷ ・ ⍮的㓚ኂの特性䈫の඙೎䈏つ䈐に䈒䈇  

 ᖱႎ౒᦭䈚に䈒䈇⡯႐ ・ 䈠のઁ䈀                           䈁 

 

䇼4䇽⍮的㓚ኂの䈅るᣇ䇱䈲᭽䇱な䉴䊃䊧䉴䈫಴ળ䈦䈩䈇䈩䉅䇮䈠䉏䉕વ䈋る䈖䈫䈏なかなか難䈚䈇䈫⸒䉒䉏䈩 

䈇䉁す䋮ㆡಾに対ᔕするた䉄のᎿᄦ・ᣇ法な䈬につ䈇䈩䇮䈍⠨䈋䇮ᗧ⷗等䉕䈍⡞か䈞䈒䈣䈘䈇䋮 

①㈩ᘦ䈚䈩䈇る支援ᣇ法䈏䈅䉍䉁すか䋮   

 （䈲䈇 ・ 䈇䈇䈋） 

䇸䈲䈇䇹のᣇ 

②䈠䉏䈲䈬のよ䈉なౝኈ䈪すか（଀ ᖱႎの᭴ㅧ化䇮ჿដ䈔のᎿᄦな䈬）䋮 
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䇼5䇽自↱⸥ㅀ（䈗自↱に䈗ᗧ⷗等䈍㗿䈇䈚䉁す） 

 

 

 

 

 

 

 

䇼6䇽 ࿁╵者䈗自りにつ䈇䈩䈉か䈏䈇䉁す䋮 

①性೎ （ ↵ ・ ᅚ ） 
 

②ᐕ㦂 （1䋮20 ઍ  2䋮30 ઍ  3䋮40 ઍ  4䋮50 ઍ  5䋮60 ઍ  6䋮70 ઍ ） 
 

③಴りᩞ ・ ኾ᡹ （ 1䋮⑔␩♽の[ቇㇱ・ኾ㐷ቇᩞ ・ 䈠䉏એᄖ] 2䋮⑔␩♽એᄖのኾ᡹・ቇ⑼䈀         䈁  

３䋮䈠のઁ                     ）         

㽵䈍ᜬ䈤の⾗ᩰ （ ♖␹଻ஜ⑔␩჻ ・ ␠ળ⑔␩჻ 䍃 ੺⼔⑔␩჻ ・ ␠ળ⑔␩ਥ事 䍃 ଻⢒჻ 

医療♽⾗ᩰ䈀            䈁 ・ 䈠のઁ䈀                䈁） 
    

   

㽶ᓎ⡯ฬ（                 ）    
   

㽷ൕ⛯ᐕᢙ（1䋮⃻施設䈪のൕ⛯ᐕᢙ       ᐕ   2䋮␠ળ⑔␩関ㅪ䈪のൕ⛯ᐕᢙ        ᐕ   
   

 
   

䇼7䇽⃻࿷ൕ務䈚䈩䈇る事業ᚲにつ䈇䈩䈉か䈏䈇䉁す䋮 
   

①⃻࿷ൕ務䈚䈩䈇る事業ᚲ䈏ឭଏ䈚䈩䈇る䉰ー䊎䉴につ䈇䈩䇮⹥ᒰする䉅のす䈼䈩に䂾䉕䈚䈩䈒䈣䈘䈇䋮 

 ዬቛ੺⼔ ・ 重度⸰໧੺⼔ ・ หⴕ援⼔ ・ ⴕേ援⼔ ・ 生活੺⼔ ・ ⍴ᦼ౉ᚲ（䉲䊢ー䊃䉴䊁䉟） 

 重度㓚ኂ者等൮᜝支援 ・ ౒ห生活੺⼔ ・ 自立⸠✵ ・ ኋᴱ自立⸠✵ ・ ዞഭ⒖ⴕ⸠✵  

ዞഭ⛮⛯支援 ・ ౉ᚲ支援 ・䈠のઁ䈀          䈁） 
      

② 㐿設ᐕ᦬   (         ᐕ     ᦬)   

③䉰ー䊎䉴೑↪者ᢙ （              ੱ䋺 䈉䈤生活੺⼔䉰ー䊎䉴೑↪者ᢙ    ੱ） 

        㽵⋥ធ支援⡯ຬᢙ  （            ੱ䋺  䈉䈤  Ᏹൕ          ੱ） 
       

        
䇼8䇽੹ᓟᔅⷐにᔕ䈛䈩䇮䈘䉌に⹦䈚䈒ᢎ䈋䈩䈇た䈣䈔る႐ว䈲䇮䈗ㅪ⛊వ䉕䈗⸥౉䈒䈣䈘䈇䋮 

   
事業ᚲᚲ࿷࿾（                              ） 

 

㔚⹤⇟ภ（                                 ）  
     

担ᒰ者  （                                 ）  
  

 

䈗協力䈅䉍䈏䈫䈉䈗䈙䈇䉁䈚た䇯 

 


